
私立学校振興助成法の改正（p.1042～） 

 

別紙Ａ 

２ 助成対象学校法人（会計監査人設置学校法人等（私立学校法第 82条第３項に規定する

会計監査人設置学校法人及び同法第 143 条に規定する大臣所轄学校法人等をいう。第４

項において同じ。）を除く。）は、計算書類（同法第 103条第２項に規定する計算書類をい

う。第４項において同じ。）及びその附属明細書について、所轄庁の定めるところにより、

公認会計士（公認会計士法（昭和 23 年法律第 103 号）第 16条の２第５項に規定する外

国公認会計士を含む。次項において同じ。）又は監査法人の監査を受けなければならない。

ただし、補助金の額が少額である場合において所轄庁の許可を受けたときは、この限りで

ない。 

３ 前項の公認会計士又は監査法人は、同項本文の規定により監査を行つたときは、文部科

学省令で定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。 

４ 助成対象学校法人は、文部科学省令で定めるところにより、毎会計年度終了後３月以内

に、その終了した会計年度に係る計算書類及びその附属明細書並びに当該会計年度の翌

会計年度の収支予算書に前項の監査報告（会計監査人設置学校法人等にあつては、私立学

校法第 86条第２項の会計監査報告）を添付して、所轄庁に提出しなければならない。た

だし、第２項ただし書に規定する場合には、監査報告の添付を要しない。 

 

別紙Ｂ 

第 14条第２項 

計算書類（同法第

103 条第２項に規

定する計算書類を

いう。第４項にお

いて同じ。）及びそ

の 

貸借対照表及び収支計算書並びにこれらの 

所轄庁 都道府県知事 

 

別紙Ｃ 

第 14条第４項 
計算書類及びその 貸借対照表及び収支計算書並びにこれらの 

所轄庁 都道府県知事 

 

別紙Ｄ 

５ 第２項の規定により読み替えて適用される第 12 条、第 12 条の２第１項、同条第２項

（第 13条第２項において準用する場合を含む。）、第 13条第１項並びに第 14条第２項及

び第４項の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方自治法第２条

第９項第１号に規定する第１号法定受託事務とする。           （以下略） 

準備中 



別紙Ｅ 

附 則（令和５年５月８日法律第 21号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、令和７年４月１日から施行する。 

（私立学校振興助成法の一部改正に伴う経過措置） 

第 20 条 前条の規定による改正後の私立学校振興助成法第 14 条（同法附則第２条第２項

及び第２条の２第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下この条におい

て同じ。）の規定は、施行日以後に開始する会計年度に係る同法第 14 条第１項の補助金

の交付を受ける学校法人（同法附則第２条第２項に規定する学校法人以外の私立の幼稚

園の設置者等及び同法附則第２条の２第１項の社会福祉法人を含む。）について適用し、

施行日前に開始した会計年度に係る前条の規定による改正前の私立学校振興助成法第 14

条第１項の補助金の交付を受けた学校法人（同法附則第２条第２項に規定する学校法人

以外の私立の幼稚園の設置者等及び同法附則第２条の２第１項の社会福祉法人を含む。）

の貸借対照表、収支計算書その他の財務計算に関する書類、収支予算書及び監査報告書の

作成及び届出については、なお従前の例による。 


